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第Ⅶ部 先行技術調査の基本 

１．先行技術文献検索 

（１）役割と必要性  

先行技術調査は、調査対象の特許出願（以下、審査官が審査をする場合の呼

称に合わせて「本願」と言います。）が、特許法に規定される特許を受けるため

の要件（以下、「法定要件」又は「特許要件」と言います。）に照らして特許さ

れるものか、それとも拒絶されるものかを判断するために行う調査です。 

法定要件のうち、先行技術の調査との関係が深い要件としては、新規性（特

§29①11）、進歩性（特§29②）、拡大先願（特§29 の 2）、先願（特§39①～④）

などがあります。これらの要件の適合性の判断をするためには、どのような先

行技術発明が存在するかを把握しなければなりませんから、通常は先行技術文

献の検索（サーチ）が必要になります。 

単に証拠としての先行技術文献を発見することだけがサーチの目的ではあり

ません。例えば、進歩性の有無を判断するためには、当業者が先行技術に基づ

いて本願の発明を容易に発明できたかどうかを判断しなければなりませんから、

本願の出願当時の当業者の技術レベルや創作能力を把握しなければなりません。

この判断を適切に行うためには、本願の技術分野の技術的進展の流れを予め把

握しておく必要があります。また、サーチをすれば類似技術や関連技術等を知

ることもでき、その結果として本願の発明をより深く理解することもできます。 

法定要件の中には、一見すると先行技術サーチとは関係がないように思える

要件もあります。例えば、記載要件（特§36④⑥）、補正要件（特§17 の２③）、

発明の単一性（特§37）などです。しかしながら、記載要件については、当業

者が実施可能な程度に発明が開示されているか又は発明が明確に特定されてい

るかを判断するために、補正要件については、補正が当業者に自明な範囲であ

るかを判断するために、発明の単一性については、先行技術に対する技術的貢

献を判断するために12、それぞれ先行技術の水準の把握が必要になります。 

このように、先行技術文献の検索は、法定要件の充足の有無を判断する様々

な場面で必要になるものなのです。 

 

（２）要求されるもの  

理想的なサーチとは、【高品質】、【効率性】、【客観性】の３つを満たすもので

                                                   
11 この記載は、特許法第２９条第１項を意味します。本書において、以下同様です。 
12 特§37 は、平成 15 年に改正されました（特許法等の一部を改正する法律（平成１５年

５月２３日法律第４７号））。この判断手法は、同改正法が施行された平成 16 年 1 月 1 日以

降の出願に適用されます。 
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なければなりません。どの要件が欠けてもいけませんし、１つの要件に偏って

も理想的なサーチとは言えません。これらの条件を満たすサーチとは、単に全

ての先行技術文献を読み尽くすことではありませんし、また、それは現実的な

ことでもありません。 

サーチャーは、限られた人的、予算的制限の中で【高品質】、【客観性】のあ

るサーチ結果を得るために、どの様なデータベースを使い、どの様な検索ツー

ルを使ってサーチをすれば最も【効率性】のあるサーチ、すなわち特許性の判

断に十分な先行技術文献を最も短い時間で見つけだすことが可能かを考える必

要があります。 

先行技術文献を“ただ闇雲”に探すことは、プロとしてのサーチャーの仕事

とは言えないのです。 

 

２．先行技術文献検索の流れ  

まず、先行技術文献検索のフローを概略図で確認します。 

検索開始

発明の理解・認定

サーチの観点からの
発明の特徴点の抽出

サーチと特許要件判断の
方針の決定

サーチ範囲の決定

検索式の構築

スクリーニングと
サーチ・審査方針の変更

終了
 

図１．検索フローの概略図 
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３．アマチュアが陥りやすい罠  

先行技術文献検索のそれぞれの段階についての説明に入る前に、アマチュア

が陥りやすい罠について紹介します。 

 

【罠１】発明の認定・理解の失敗！ 

【罠２】進歩性の考え方を考慮して検索されていない！ 

【罠３】検索範囲の外枠を定めていない、定めていても網羅的に検索されていない！ 

【罠４】抽出した文献を組み合わせる論理が破綻している、組み合わせができても目

的とする構成に至らない！ 

 

まずは、検索の中に存在する罠を理解して頂くために、【罠２】及び【罠３】

について、事例とともに見てみましょう。【罠１】については、「４．発明の理

解・認定」(→p.51)にて説明をします。【罠４】については、進歩性の考え方自

体に係る事項ですので、審査基準についての学習の中で理解をして下さい。 

 

Example.1 

 以下の【構成】を有する発明について、新規性・進歩性の判断に必要な先行技術の

サーチを行う場合の戦略を考えてみましょう。 

 

【目的・効果】小型船の高さ方向のコンパクト化、低重心化 

【構成】４サイクルエンジン(1)を搭載した小型船において、エンジンのシリンダ軸線を 

    船底から船体の一方の舷側方向に傾斜させて配置 

【図面】 

【側面図】 【Ａ－Ａ断面図】

Ａ

Ａ

１ １

 

 

（１）進歩性の考え方を考慮して検索されていない場合 

 上記の小型船は、以下の３つの構成要素に分割できます。 

 ４サイクルエンジンを搭載（以下、単に「４サイクルエンジン」と言い
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ます。） 

 エンジンのシリンダ軸線を船底から船体の一方の舷側方向に傾斜させて

配置（以下、単に「傾斜配置」と言います。） 

 小型船 

 

アマチュアが上記の構成についてサーチを行う場合、上記の３つの全ての構

成要素を有する先行技術文献、つまり、その文献単独で新規性又は進歩性を否

定できる文献（このような文献を、「Ｘ（エックス）文献」と言います。）のみ

を検索するということがよく見られます。アマチュアの中にも、３つの構成要

素を個別に検索をされる方もいらっしゃいますが、 

 構成要素の上位概念化、類似技術への拡張 

 個々の構成要素を組み合わせる論理付け 

についての考慮を欠いている場合がほとんどです。 

 

小型船
４サイクル
エンジン

傾斜配置

 

図２．アマチュアのサーチ戦略の模式図 

 

では、新規性・進歩性の判断を行うのに耐えうるサーチとは、どのようなも

のでしょうか。まずは、特許庁の審査官であれば採用すると考えられるサーチ

戦略の例を見てみましょう。 

以下に審査官のサーチ戦略例の模式図を示します。 

小型船

乗り物

４サイクル
エンジン

２サイクル
エンジン

傾斜配置
文献１

文献２

文献３

文献４

文献１

文献２

文献３

文献４

 
図３．審査官が採用すると考えられるサーチ戦略例の模式図 
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図３に記載されている各文献の意味は、以下のとおりです。 

文献１：「４サイクルエンジン」、「傾斜配置」、「小型船」の全ての構成要素

を具備する文献 

文献２：文献１の「４サイクルエンジン」を「２サイクルエンジン」とい

う類似技術に置き換えた小型船を開示する文献 

文献３：文献１の「小型船」を「乗り物」という上位概念に置き換えたも

のを開示する文献 

文献４：文献１の「４サイクルエンジン」を「２サイクルエンジン」とい

う類似技術に置き換え、さらに、文献１の「小型船」を「乗り物」

という上位概念に置き換えたものを開示する文献 

なお、検索により抽出する候補となる文献は、上記４文献に限られたもので

はありません。単に、説明を簡便化するための便宜と理解して下さい。 

 

図３において注目すべき点は、「傾斜配置」という構成要素については、上位

概念化や類似技術への拡張が行われていないという点です。 

 

図３から審査官のサーチ戦略を理解するためには、検索という作業が、 

［Phase1］検索式（論理式）を立式する 

［Phase2］ヒットした文献をスクリーニングし、目的の文献を抽出する 

の２つのフェーズからなることを理解する必要があります。そして、各フェー

ズにおいて、文献１～４の各々に対応したアクションをとる必要があります。 

 

つまり、図４に示すように、審査官は、[Step1]として[Phase1]において、ま

ず文献１を検索するための論理式を立式します。次に、[Phase2]に移り、文献

１～４の何れかに該当する文献が存在しないかという観点からスクリーニング

を行い、何れかに該当する文献があれば、その文献を抽出します。文献１を検

索するための論理式を立式すれば、文献１に該当する文献が発見される蓋然性

が高いのですが、スクリーニングを行う場合には、文献１のみを抽出するので

はなく、文献２～４についても考慮して抽出を行うことが必要です。この一連

のアクションでも十分な文献を発見できない場合には、［Step2］として再び

[Phase1]に戻り、文献２を検索するための論理式を立式し、[Phase2]に移行し

て、同様なアクションを行います。 
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Ｐｈａｓｅ２

Ｐｈａｓｅ１

Step　ｎ＝１

文献ｎを検索するための立式

文献１の抽出 文献２の抽出 文献ｎの抽出

進歩性の
判断ができる

終了

ｎ＝ｎ＋１
No

Yes

 

図４．検索における検索式の立式とスクリーニングとの関係 

 

 もちろん、検索の対象となる構成要素に応じて、各[Step]における[Phase2]

において考慮すべき文献としては、４文献のうちの１つであったり、２つであ

ったりということもあり得ます。 

 

（２）検索範囲の外枠を定めていない、定めていても網羅的に検索されていない場合 

上記（１）において、各構成要素の上位概念化、類似技術への拡張を行った

ように、検索すべき範囲の外枠を合理的に定める必要があります。外枠は検索

をしながら変更する場合もあります。しかし、外枠を認識しないまま検索を行

うと、検索を終了するタイミングを見図れないばかりか、文献の海原をさまよ

うような検索となります。 

また、外枠を定めたとしても、外枠の中を網羅的に検索せずに、虫食い的な

サーチを行うことは、外枠の中にある文献の検索漏れにつながります。 

初心者は、技術やデータベースについての知識、経験が少ないために、外枠

を設定できなかったり、インデックス検索の検索式を正確に立式できないため

に、テキスト検索を多用することにより虫食い的サーチに陥ったりする傾向が

あります。 
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図５．検索範囲の外枠と不適切な検索の模式図 

 

４．発明の理解・認定  

良いサーチを行うためには、まず、先行技術調査の対象となる出願に記載さ

れた発明（以下、審査官が審査をする場合の呼称に合わせて「本願発明」と言

います。）の理解・認定を正しく行う必要があります。そのためには、以下の「当

該分野の技術水準の把握」と「請求項に係る発明の把握」が大切になります。 

 

（１）当該分野の技術水準の把握 

本願発明の技術内容を理解するには、まず出願内容（特許請求の範囲、明細

書、図面）をきちんと読むことが必要ですが、その際に当該分野の技術水準を

意識しながら読むことが大切です。知っている先行技術や周辺技術との関係を

念頭に置いて明細書等を読むことで、本願発明の技術的な意義や技術発展の流

れの中での位置づけなどが理解でき、発明のポイントをより明確に把握するこ

とができるからです。 

当該技術分野の技術水準を把握するためには、先行技術文献として出願人が

自ら明細書中で開示している文献があった場合に、それを調査することが効果

的です（これにより、出願人が認識している先行技術からみた本願発明の改良

点等を把握できます。）。 

また、本願に付与されている検索キー（ＩＰＣ、ＦＩ、Ｆターム等）の技術

分野について、直近５年程度の特許公報の検索を行い、その分野の技術動向を

把握しておくことも技術水準の把握に有効な手段でしょう。 

さらに、特許庁から提供されている「特許出願技術動向調査報告13」若しくは

                                                   
13 特許出願技術動向調査報告（http://www.jpo.go.jp/shiryou/gidou-houkoku.htm） 

本来設定すべき外枠 

文献の海原 

 
さまよい型サーチ 

虫食い型サーチ 

検索漏れ 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/gidou-houkoku.htm
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「標準技術集14」、又は情報・研修館が提供する「特許流通支援チャート（パテ

ントマップ）15」を利用することも有効でしょう。 

当該技術分野における技術水準の把握は、上述のように特許要件の判断を行

ううえでも重要になります。ここでは、進歩性の要件を例に、技術水準を考慮

せずに、一般論で議論を行うことの危険性を見てみましょう。 

 

Example.2 

イ) 「構成要素ａ＋ｂ＋ｃからなる物品」が先行技術として存在します。このとき、要素

ｂを省略した、「構成要素ａ＋ｃのみからなる物品」は進歩性を有するか検討して

下さい（要素ｂの削除）。 

ロ) 「芯を覆う木の表面に塗料が塗られていた鉛筆」が先行技術として存在します。こ

の塗料は、木材の変色防止のために塗られています。このとき、その塗料を省略

した鉛筆の発明は進歩性を有するかを検討して下さい（塗料の削除）。 

ハ) 人馬がレール上を走る車輛を牽引していた時代に、レールは専ら摩擦軽減手段

と考えられていたため、機関車がレール上を走行するには、「レールの間にラック

（直線の歯車）が敷設された軌道」が必要であると鉄道技術者間で考えられてい

たとします。このような時代に、ラックを敷設していない軌道でも、レールと車輪の

相互粘性により機関車が走行できることを見出した発明は進歩性を有するかを

検討して下さい（ラックの削除）。 

 

ロ）の場合は、塗料によりそれが塗布される部材を保護することは技術常識

ですので、単に周知・慣用技術を削除した発明に該当し、進歩性を有しない16と

考えられます。一方、ハ）の場合は、ラックの削除が当業者としての鉄道技術

者にとって容易に想到し得た事項とは言えないので、進歩性を有すると考えら

れます。したがって、技術水準を考慮しないイ）のような設問に答えることが

できないことがわかるかと思います。 

 

（２）請求項に係る発明の認定 

本願発明（＝「請求項に係る発明」）の認定は、基本的に請求項の記載に基づ

いて行うこととされています。したがって、請求項の記載が明確な場合は、そ

の記載通りに本願発明を認定することになります。そして例外的に、請求項の

                                                   
14 標準技術集（http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/hyoujun_gijutsu.htm） 
15 特許流通支援チャート（パテントマップ）のご案内

（http://www.inpit.go.jp/katsuyo/archives/archives00007.html［平成 13 年以降］、

http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/tokumap.htm［平成 12 年以前］） 
16 拡大先願及び先願でいうところの「実質同一」にも当たります（第Ⅴ部３．（１）及び４．

1（２）を参照(→p.33, p.35)）。 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/hyoujun_gijutsu.htm
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/archives/archives00007.html
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/tokumap.htm
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記載が明確でない場合とか、請求項の用語の意味について発明の詳細な説明中

に格別の定義がある場合などに限って、発明の詳細な説明や図面等の記載を考

慮して請求項に係る発明を認定すべきものとされています（第Ⅱ部１．を参照

(→p.2)）。 

しかし、本願発明の認定の手法がこのように請求項の記載を中心にしたもの

になっているからといって、本願発明の認定に際して請求項の記載だけを読め

ばよいとか、発明の詳細な説明や図面の記載を考慮しなくてもよいということ

ではありません。むしろ、その逆です。審査官は通常、発明の詳細な説明や図

面の記載を考慮して本願発明を理解しています。 

請求項の記載を基本として本願発明の認定をすべきとされているのは、実施

例の記載等に引きずられて請求項の記載から離れた本願発明の認定をしてはな

らないということを示しているだけなのです。逆に言えば、請求項の記載に基

づいて本願発明を認定している限り、請求項の記載を理解するにあたって発明

の詳細な説明や図面に記載された実施例等を参考にすることは何の問題もない

ばかりか、本願発明の理解にあたって必要不可欠のことなのです。 

そこで、審査官は、まず請求項の記載を発明の構成要素（＝「発明特定事項」）

に分解し、各構成要素と実施例との対応関係を把握しながら、各構成要素の意

味を理解し、最後に再び請求項の記載の全体に基づき、請求項に係る発明の把

握・認定を行います。 

なお、本願発明を理解し、正確に認定するために、発明の構成要素と各要素

間の関係を模式図として視覚化することは、発明の技術内容を整理するのに有

効な手段です。特許要件の判断とサーチに慣れてくればこのような手間をかけ

ずに頭の中で模式図を視覚化できますが、初心者のうちは、模式図を書いてみ

るのも本願発明の正確な理解のために有効な手法です。 

 

Example.3 

 特開 2000-11811 号公報を読み、同公報の請求項１の記載における「キートップの

端部は・・・枠体から延出する弾性部に一体形成」を例に、その認定を実施例の記載

に引きずられて行ってはいけないということが、どういうことを意味するのか見てみま

しょう。 

「【請求項１】プリント基板に取り付けられる複数のプッシュスイッチと、このプ

ッシュスイッチに対応して設けられ、プリント基板側に押し込まれると、対応

するプッシュスイッチを押す複数のキートップとを備える電気機器のキートッ

プの構造において、前記キートップの端部は、前記プリント基板に固着され

る枠体から延出する弾性部に一体形成されたことを特徴とするキートップの

構造。」          （特開 2000-11811 号公報の【請求項１】より引用） 
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①上記公報の【０００６】欄には、電気機器用テンキーの従来のキートップ構

造において、各キートップが別部品であったために、キートップの数が多くな

るほど、機器への取付作業の手間がかかる等の課題が記載されています。 

②上記公報の【発明の詳細な説明】の【００１１】欄以降及び【図面】には、

上記課題を解決するための実施例として、各キートップ３ａの端部を、略Ｕ字

状の一つの弾性部３ａ2を介して枠体５に対して片持ち梁状にて連結すること

により、複数のキートップと枠体とを一体化する構成が開示されています。

 

図６．特開 2000-11811 号公報【図１】より引用 

 

③しかし、請求項１には「枠体から延出する弾性部」として、実施例に記載さ

れるような「略Ｕ字状」、「一つ」又は「片持ち梁状」といった限定がなされて

いません。 

④したがって、請求項１に記載された「キートップの端部は・・・枠体から延

出する弾性部に一体形成」を認定する場合は、上記課題を解決できる範囲内で、

枠体と弾性部を介して一体化されたキートップの全てを意味するものとして

認定すべきであって、実施例に限定して認定しては、上記３．に列挙した【罠

１】(→p.47)に陥ってしまいます。 

⑤結果的に、請求項１に記載された「キートップの端部は・・・枠体から延出

する弾性部に一体形成」としては、実施例として開示のもの以外にも、図７に

記載の模式図のようなものも考慮すべきでしょう。 
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図７．Example.3 の請求項１の認定に係る模式図 

 

（３）請求項に記載されていない構成の確認 

発明の詳細な説明や図面に記載された実施例の構成要素ではあるが、請求項

に係る発明の構成要素ではないものは、将来の補正によって請求項の記載に含

まれる可能性があります。こうした構成要素について、請求項の記載と発明の

詳細な説明や図面の記載との実施例等により確認します。 

上記（２）に記載のように、請求項に記載されていない構成要素は、あくま

で実施例等の構成要素であって本願発明の構成要素ではありませんから、本願

発明としては認定できません。しかし、補正後の再サーチ・再審査の二度手間

を回避するためには、最初のサーチにおいてその実施例の構成要素を予めサー

チしておくことが有意義な場合も多いのです。したがって、本願発明の構成要

素ではないが実施例の構成要素であるものについて、どこまでをサーチ対象に

含めておくべきかを検討します。 

 

５．サーチの観点からの本願発明の特徴点の抽出  

上記のように本願発明を認定･把握した後、いよいよサーチを開始するわけで

すが、サーチにあたっては、本願発明の構成要素のうちのどれに着目してサー

チをすべきかを検討する必要があります。このようにする理由は、特許要件の

判断に必要な材料のうち最も重要なものをできるだけ早く発見するためです。 

本願発明の構成要素のうち最も重要なものについての先行技術が発見できな

ければ、新規性（特§29①）、拡大先願（特§29 の 2）、先願（特§39）などの

要件（本願発明と先行技術発明とが同じものか否かを判断するもの）について

拒絶理由がないと言える蓋然性が高まります。 

また、進歩性（特§29②）の要件は、本願発明の構成要素と先行技術発明の

構成要素と相違部分があることを前提として当業者が容易に想到できたといえ

るか否かの要件ですが、少なくとも本願発明の最も重要な構成要素についての

先行技術が発見できなければ、やはり進歩性についての拒絶理由がないと言え
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る蓋然性が高まります。 

逆に、本願発明の構成要素のうち最も重要なものについての先行技術が発見

された場合には、本願発明のその他の構成要素について更にサーチを行い、別

の先行技術発明を発見したときは、当業者がその２つの先行技術発明を組み合

わせて本願発明に想到することが容易だったかどうかを判断する（進歩性のテ

ストをする）ことができます（なお、最初に発見した先行技術文献に本願発明

の構成要素のすべてが記載されていれば、新規性、拡大先願、先願などの要件

を欠いているか否かの判断ができます。）。 

このように、サーチにおいては、本願発明の構成要素を分解し、最も重要な

構成要素に着目してサーチを行うことが効率的な場合が多いのです。 

 

この点をもっと良く理解していただくために、サーチの観点から本願発明の

構成要素の一部を抽出する典型的な手法の例を説明します。 

 

①上記４．のようにして請求項の記載から認定した本願発明について、各構成

要素に分解します。 

②本願発明の属する分野の一般技術と本願発明との比較に基づいて、本願発明

の各構成要素を、発明のポイント（特徴）となる構成要素と一般的技術に相当

する構成要素とにふるい分けます。一般的には、「発明のポイント」は、特許

請求の範囲に記載された発明特定事項のうち、発明の詳細な説明に記載された

課題を解決するための手段に相当する事項や、効果を奏するための手段に相当

する事項にあたります。 

③発明のポイントとなる構成要素を、さらに主要部と付属部とに分割します。 

④発明のポイントとなる構成要素の主要部に着目して、先行技術文献サーチを

開始します（発明のポイントの主要部を中心としてサーチに取りかかると、適

切な引用文献をより早く発見できるケースが多いのです。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．構成要素への分割フロー 

 

ふるい分け 

本願発明を各構成要素に分解 

発明のポイントとなる構成要素 一般的技術に相当する構成要素 

主要部 付属部 
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Example.1 を例に考えれば、「主要部」は「傾斜配置」という構成要素になり

ます。 

このように、本願発明の認定･把握は、請求項に記載された構成要素を要素間

の関係に注意して漏れのないように捉えるのに対し、サーチポイントの把握で

は、逆に当該発明の分野では当然有するような構成要素を除外して発明のポイ

ントを捉えることが重要です（ただし、その後の特許要件の判断の際には厳密

な本願発明の認定が必須です。）。 

 

Example.4 

以下の請求項に係る発明について、 

構成要素の分割を行い、主要部及び 

付属部を抽出してみましょう。 

 

【請求項】 

 丸鋸刃(3)とモータ(11)とを有する 

電動切断工具において、モニタ(1)と、 

キーボード(2)と、インターネットを 

通じて情報の授受を行う制御部(10)を 

設けた電動切断工具。 

 

【目的･効果】 

 サーバーから離れた現場で作業している電動切断工具の手元において、サーバー

から加工情報を入手したり、被加工品の状況についての情報をサーバーに送信した

りすることができる。 

 

①この本願発明を構成要素に分解すると、 

A: 丸鋸刃(3) 

B: モータ(11) 

C: モニタ(1) 

D: キーボード(2) 

E: インターネットを通じて情報の授受を行う制御部(10) 

F: 電動切断工具 

となります。 

②これを上記抽出方法にしたがって分割すると、 

●本願発明の技術分野： 電動切断工具 

●一般的技術：  丸鋸刃(3)とモータ(11)を備えた電動切断工具。 

【図面】 

１１

３

１

２

１０
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●発明のポイントの主要部： 電動切断工具において、インターネットを通じ 

て情報の授受を行う制御部(10)を設けた点。 

●発明のポイントの付属部： モニタ(1)、キーボード(2)を設けた点。 

となります。 

 

この請求項の場合、本願発明のポイントとなる構成要素の主要部である「電

動切断工具においてインターネットを通じて情報の授受を行う制御部(10)を設

けた点」に着目してサーチを行うと、効率のよいサーチが行えます。このよう

にするとサーチの効率が良い理由は、下記の点を考えれば理解できるでしょう。 

 

A) 発明のポイントとなる構成要素の主要部である「電動切断工具においてイ

ンターネットを通じて情報の授受を行う制御部(10)を設けた点」について

記載した先行技術文献が発見できれば、その先行技術文献には、インター

ネット機器が通常に備えているところのモニタとキーボードを設けること

についても記載されている可能性が高い。仮にモニタとキーボードについ

ての具体的記載がなくても、少なくとも入出力装置についての記載がある

可能性は高いところ、そのような記載があれば、入出力装置としてモニタ

とキーボードを採用することは当業者にとって容易に推考可能と言える。 

B) 「丸鋸刃(3)とモータ(11)を備えた電動切断工具」は当該分野の一般的技術

であるため、発明のポイントの主要部についてのサーチの過程で自然に発

見できる可能性が高い。 

C) 逆に、発明のポイントとなる構成要素の主要部である「電動切断工具にお

いてインターネットを通じて情報の授受を行う制御部(10)を設けた点」に

ついて記載した先行技術文献が発見できない場合は、発明のポイントにつ

いて先行技術が存在しないことが確認できるから、本願発明の属する技術

分野でのサーチという戦略を採用する限り、その他の構成要素についてサ

ーチするまでもなく、進歩性を否定することは困難であると判断できる。 

 

なお、上記の事例では単一の請求項の場合について説明しましたが、複数の

請求項がある場合には、本願発明の認定は請求項毎に行います。しかし、サー

チポイントの抽出については、請求項毎に行うのではなく、まとまりのある複

数の請求項に係る発明の共通事項を上手にカバーしてサーチポイントを抽出す

れば、複数の本願発明について少ない回数でサーチができます（ただし、共通

事項が少ない場合にまで無理にまとめようとすると、請求項に係る発明の認定

を誤ったり、サーチポイントの抽出を誤ったりするおそれがあるので、無理に

まとめる必要はありません。）。 
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６．サーチ戦略と進歩性の審査基準との関係  

さて、上記５．で示した典型的手法は、本願発明のポイントの構成要素の主

要部に着目して、本願発明の属する技術分野の中でサーチ戦略を立案する手法

でした。この手法は、サーチによって本願発明のポイントの構成要素の主要部

についての先行技術文献が当該分野で発見できる蓋然性が高いとともに、付属

部についての先行技術文献も簡単に発見できる場合には効率的です。そして、

これらの先行技術文献が発見されれば、「これら複数の先行技術を組み合わせる

ことは当業者にとって容易である」として進歩性欠如という判断が下せそうで

す。 

しかし、「電動切断工具」の技術分野では、「インターネットを通じて情報の

授受を行う制御部を設けた」ことについて記載した先行技術文献が存在しない

蓋然性が高いという場合はどうなるのでしょう。 

こうした場合であっても、遠隔での作業に際して情報の授受をしたいという

要求が電動切断工具以外の技術分野において何があるかを類推し、当該類推分

野において「インターネットを通じて情報の授受を行う制御部を設けた」こと

について記載した先行技術文献が存在する蓋然性が高く、且つ当該技術を電動

切断工具に適用する論理付けを組み立てられる可能性があるときは、当該類推

分野におけるサーチをする価値がありそうです。 

このように、サーチ戦略の立案の際には、その後の進歩性否定の論理付けを

どのようにするつもりかについての一応の見通しを持っていなければ、効率的

なサーチや進歩性の判断をすることはできないと言えます。 

もちろん、サーチの前にすべての先行技術を正確に把握することはできませ

んから、サーチの結果を分析しつつ、必要に応じてサーチ戦略及び進歩性否定

の論理付けを適宜変更していくことも必要になります。 

 

 進歩性否定の論理付けには、種々のものがあるので、それに応じてサーチ手

法も種々のものがあります。したがって、サーチャーは、あの手この手を使い

分けられるように、種々の進歩性否定の論理付けと、これに対応する種々のサ

ーチ手法とを理解しなくてはいけません。これを理解しませんと、進歩性否定

の論理付けを組み立てられる可能性を考慮しながら、サーチを行うことができ

ません。そのための参考として、進歩性否定の論理付けの代表的な類型（第Ⅴ

部 2.3 を参照(→p.21)）と、それに応じたサーチ手法の概略を、以下に示して

おきます。 
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①関連技術分野の技術の付加 

ある先行技術に対し、その技術分野と同一の技術分野又は関連する別の技術

分野の先行技術を付加することによって、本願発明に想到できる場合。 

①のサーチ手法 

本願発明のポイントとなる構成要素の主要部については本願の分野を、付加

要素については本願と同一又は関連する技術分野を、それぞれサーチする。 

 

②関連技術分野間の転用 

ある先行技術を、その技術分野と同一の技術分野又は関連する別の技術分野

に転用することによって、本願発明に想到できる場合。 

②のサーチ手法 

本願発明の構成要素を、他分野からの転用可能な要素とそれ以外の要素（本

願発明特有の要素等）に分け、それぞれについて適切な技術分野をサーチする。 

 

③課題が共通する先行技術の組み合わせ 

課題が共通する複数の先行技術を組み合わせれば、本願発明に到達できる場

合。課題が自明であったり、容易に着想し得たりするものである場合も含む。 

③のサーチ手法 

本願発明の構成要素についての先行技術のうち、本願の分野で発見できない

先行技術については、類似の課題の存在しそうな技術分野をサーチする。 

 

④作用･機能の共通する先行技術の組み合わせ 

ある先行技術の一部の構成要素について、作用や機能が共通する別の先行技

術で置換することによって、本願発明に想到できる場合。 

④のサーチ手法 

本願発明の構成要素のうちまず置換不能な要素（本願発明の構成でなければ

課題が解決できないもの）に着目して先行技術をサーチし、発見した先行技術

の一部の構成要素であって本願と相違する要素（作用や機能が共通で置換可能

な要素）については、追ってサーチする。 

 

⑤均等物による置換 

ある先行技術の構成要素の一部を、公知の均等物で置換すれば本願発明に想到

する場合。 

⑤のサーチ手法 

上記④と同様。 

 



第Ⅶ部 先行技術調査の基本 

 

61 

⑥単なる寄せ集め 

機能的･作用的に関連しない複数の先行技術を、単に寄せ集め又は組み合わせ

れば、本願発明に想到する場合。 

⑥のサーチ手法 

本願発明の構成要素が機能的･作用的に関連しないものである場合は、それぞ

れの要素に着目して、適切な技術分野をサーチする。 

 

⑦技術の具体的適用に伴う設計変更 

ある先行技術を具体的に適用する際に、当業者の通常の創作能力の範囲を超

えない設計変更を施せば、本願発明に想到できる場合。 

⑦のサーチ手法 

本願発明の構成要素のうち、設計変更に相当する部分以外の構成要素全体に

着目してサーチする。その過程で設計変更に相当する要素を記載した先行技術

文献が発見できればそれでよし。発見できない場合は、発見の蓋然性等を考慮

して追加サーチの要否を決定する。（結果として先行技術が発見できない場合で

も、進歩性が否定される場合もある。） 

 

⑧最適材料・最適数値の選択 

公知材料の中から最適材料を選択したり、数値範囲を最適化したりすること

が、当業者の通常の創作能力の範囲を超えないものであり、それにより本願発

明に想到する場合。 

⑧のサーチ手法 

本願発明の特徴に着目してサーチする。その過程で最適材料や最適数値の選

択に相当する要素を記載した先行技術文献が発見できればそれでよし。発見で

きない場合は、発見の蓋然性等を考慮して追加サーチの要否を決定する。ただ

し、最適材料や最適数値としたこと自体を本願の特徴と主張しているケースも

多いので、その場合は最適材料や最適数値とした点に着目してサーチする。（結

果として先行技術が発見できない場合でも、進歩性が否定される場合もある。） 

 

⑨先行技術の内容中の示唆 

ある先行技術の文献中に、本願発明に至る示唆があり、その示唆にしたがえ

ば、当該先行技術に基づいて本願発明に想到できる場合。 

⑨のサーチ手法 

 この類型の論理付けを最初から目的としてサーチをすることは困難であるが、

本願発明の構成要素とできるだけ類似した先行技術をサーチする過程で、文献

中の示唆を発見するよう努める。 
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７．サーチ範囲の決定 

先行技術文献サーチをするためには、「サーチ範囲」を決める必要があります。

実務的には、「サーチすべきＤＢ（データベース）･検索システム」と「サーチ

のための検索式」を決める必要があります。ここでは、その決定方法を簡単に

解説します。 

 

（１）サーチすべき文献の範囲について 

第Ⅵ部の審査基準に示された先行技術調査手法(→p.41)に従えば、サーチす

べき文献の範囲は、新規性・進歩性等を否定し得る先行技術文献が発見される

蓋然性が高い技術分野といえます。したがって、上記６．において列挙したサ

ーチ手法をとることができる範囲が、サーチすべき範囲ということになるでし

ょう。 

進歩性の考え方を考慮すれば、サーチすべき範囲は、本願発明に付与された

分類（ＦＩ、Ｆターム等）の範囲よりも広いのが通常です。 

 

（２）ＤＢ（データベース）・検索システム決定 

電子化技術の進歩に伴い、種々の収録文献・検索キーを有する様々なＤＢが

数多く作成され、利用可能となっています。 

サーチを効率的に行うためには、サーチすべき観点の性格やサーチすべき技

術分野に応じて、使用するＤＢの優先順位や各ＤＢでの具体的な検索方法など

を決めた上で、先行技術文献サーチを行うことが非常に重要です。 

技術分野毎に、どのＤＢ・検索システムが有効であるかについては、「特許検

索ガイドブック17」に開示されている場合もありますが、以下のような傾向も見

られます。 

 

① 基本発明又はアカデミックな内容 

商用ＤＢやインターネットによる学術論文検索も必要。 

（検索キー：ポイントになる技術用語、その分野における主な研究者名） 

② 特定のサーチツールが整備されている分野 

化合物、合金、ＤＮＡ等の検索を行う場合（ＳＴＮ18の利用等） 

 

                                                   
17「特許検索ガイドブック」の公開について

http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/pat_guidebook.htm 

 第Ⅸ部資料３．(→p.105)も参照 
18 CAS（米）、FIZ-Karlsruhe（独）、JST（日）の三機関が共同で運営しているもので、科

学技術分野の約 250 のデータベースがオンラインで利用できます。 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/pat_guidebook.htm
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③ 改良発明又は設計変更的な技術 

論文などで引用文献が見つかることは少なく、特許公報（特に、日本の

特許文献）が有効。また、些細な点については、公開技報19に記載されてい

ることも多々あり。 

 

（３）検索式の構築 

使用するＤＢが決まったら、次に、そのＤＢに収録されている文献の中から

検索したい文献を絞り込むための「検索式」を構築することになります。 

検索式とは機械検索に用いるコマンドの一種であり、ＤＢに収録されている

個々の文献に付与されている「検索キー」（ＦＩやＦタームなど）を単独で用い

たり、あるいは複数の検索キーを論理演算子（論理積、論理和、否定など）に

より組み合わせたりすることにより、ＤＢの全収録文献の集合から、希望する

文献の集合のみを抽出するものです。 

検索式は、上記５．で説明した本願発明の構成要素に着目して構築します。

本願発明の構成要素と同一又は類似の先行技術が記載された文献の集合をＤＢ

から抽出できるような検索キーを選んで、検索式を構築することが必要です。 

サーチすべき技術分野については、本願に付与されている分類を参考にして

決めることが有効ですが、本願発明の構成要素と同一又は類似の先行技術が記

載された文献が、本願とは異なる技術分野に存在することもある点に留意して、

検索キーを選んで検索式を構築します。 

 

検索式を構築するには、サーチ対象のＤＢに収録されている文献について付

与されている検索キーを知ることが必要不可欠です。 

検索式の立式方法や、検索キーの代表的なものについては、次の第Ⅷ部(→

p.66)に説明をしてあります。 

 

８．スクリーニングとサーチ方針の変更 

（１）スクリーニング 

構築した検索式でヒットした文献をサーチ端末上で閲読しながら適切な先行

技術を選び出す（スクリーニング）するにあたっては、できるだけ効率的な文

献スクリーニングモードを選択しなければなりません。 

例えば、審査官が使用している機械検索ツールの国内特許ＤＢのスクリーニ

ング方式には、一次文献の全文スクリーニング、一次文献の図面スクリーニン

グ、二次文献スクリーニングなどがあります。 

                                                   
19 社団法人発明協会が発行する技術文献のことです。特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）でも閲覧可能です。 
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スクリーニングについては、上記３．（１）の図４に関する記述(→p.50)も参

照下さい。 

 

（２）サーチ結果の分析及びサーチ･審査方針の変更 

通常は、本願発明の各構成要素のすべてについて同時に記載された文献（新

規性を否定できる文献）を発見できるように、各構成要素と同一又は類似の先

行技術が属する検索キーを選んで検索式を構築します。適切な検索キーが見当

たらない場合であっても、関連する検索キーの中から、本願発明のサーチポイ

ントの構成要素と同一又は類似の先行技術が属する可能性が最も高そうな検索

キーを選んで検索式を構築することが重要です。 

このような検索式によってサーチを開始し、そのサーチ結果を分析しながら、

漸次、別の文献集合を抽出する検索式になるように検索式を修正していくこと

が適切です。 

検索式を修正して新たな文献集合にまでサーチ範囲を拡大すべきか否かを決

定するにあたっては、スクリーニングの結果、既に得られた先行技術文献を考

慮しつつ、その先行技術文献に基づいて特許性が合理的に否定できるかどうか

によって決定します。 

スクリーニングの結果、①関連性の高い先行技術（新規性･進歩性を否定する

文献）が十分に得られたとき、②より有意義な先行技術文献を発見する可能性

が非常に小さくなったとき、③本願発明の実施例相当のものの新規性を否定す

る文献や、実施例とわずかな差異しかない先行技術が記載された文献を発見し

たときには、サーチを終了することができます。 

この逆に、サーチの結果、拒絶の理由の根拠となる先行技術文献を発見でき

ない場合は、その時点で本願発明に特許性ありと判断するのも一案ですが、別

の文献集合をサーチすれば拒絶の理由の根拠となる先行技術文献を発見できる

蓋然性が高い場合にまでサーチを終了することは適切ではありません。 

 

特に、技術水準からみて当然に存在するはずの先行技術文献が発見できない

ときは、検索式やＤＢを見直すだけでなく、サーチポイント自身を再検討する

ことも重要です。当初のサーチポイントが適切でなく、本当は別の観点からサ

ーチをすべきだったということもありますし、検索式の構築が適切でなかった

ということもあります。また、場合によっては、本願発明の理解や認定それ自

体が適切でなかったことにサーチの過程で気づくこともありえます（ただし、

こうしたことがないようにすることが適切です。）。 

したがって、スクリーニングの際には、単に必要な文献を捜すだけでなく、

検索式を立てた時に予期した先行技術文献（拒絶理由の根拠となる文献とは限
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らない）が得られたかどうかを検証することが重要です。検索式を構築した時

に予期していた文献が全く得られないか、または、ほとんど得られないときは、

その検索式が適切でない可能性が高いので、全件をスクリーニングせず、検索

式を変更すべきです。 

 

なお、ある検索式を構築した結果、ヒット件数が多すぎてサーチ範囲が広す

ぎたという場合にも、文献集合をどうやって絞るか考える必要があります。例

としては、検索式を改良して更なる制限条件をつけてサーチ範囲を絞る方法や、

スクリーニング時にしおりを付与しておき（第Ⅷ部２．（２）を参照(→p.90)）、

後で精読するなどして閲読する文献数を減らす方法などが挙げられます。 

 

（３）検索ＤＢの変更 

最初に検索したＤＢでは、如何なる検索式によっても充分な引用文献又は先

行技術文献が得られなかった場合には、引用文献を発見できそうなＤＢに変更

することを考える必要があります。 

 

９．サーチの終了 

適切な検索式によりヒットした文献は、すべてスクリーニングすることが原

則です。しかし、①関連性の高い先行技術が十分に得られたとき、②サーチ範

囲において、より有意義な先行技術文献を発見する可能性が非常に小さくなっ

たとき、③本願発明の実施例相当のもの（請求項に記載された事項の具体例に

相当するものに限る）についての新規性を否定する文献や、実施例とわずかな

差異しかない先行技術が記載された文献を発見したときには、その請求項に関

する限り、すべてのサーチ範囲をサーチすることなくその時点でサーチを終了

することができます。 

また、適切なサーチ範囲を的確な検索式でサーチしても、拒絶理由の根拠にな

る先行技術文献を発見できなかったときもサーチを終了します。 


